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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第４期

第１四半期連結
累計期間

第５期
第１四半期連結
累計期間

第４期

会計期間

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成23年
　　３月31日

売上高 (千円) 1,010,6751,287,0074,282,765

経常利益又は経常損失(△) (千円) △82,867 13,475 △59,829

四半期純利益又は四半期(当期)純損失(△) (千円) △98,091 10,865 △88,949

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △104,916 13,760 △96,164

純資産額 (千円) 683,176 705,560 691,799

総資産額 (千円) 6,048,8186,098,9226,023,155

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △8.13 0.90 △7.37

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益金額

(円) 　― 　― ―

自己資本比率 (％) 11.3 11.6 11.5

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等を含めていません。

３　第４期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４　第４期第１四半期連結累計期間及び第４期における潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につ

いては、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。第５期第

１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載していません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(1) 当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」について、（2）に記載の事項を除き、重要な変更はありません。

(2) 継続企業の前提に関する重要事象

当社グループは、前々連結会計年度、前連結会計年度と継続して営業損失を計上しており、事業活動

を継続する前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりました。

　当該状況を解決すべく、当社グループでは、全社的費用削減など抜本的な経費見直し等各種「合理化

策」を実施して参りました。また、当社グループの主製品、ステンレスの主原料であるニッケル価格上

昇に見合った価格水準是正を定着させる活動を強力に推進した結果、当第１四半期連結累計期間にお

いては、営業黒字が計上されており、かつ、当該営業黒字も前第３四半期連結会計期間から継続して計

上されていることから、継続企業の前提に関する重要事象等は解消されたと判断しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、長期傾向を呈してきた円高、株安、デフレ経済の進

行などで、下ぶれ懸念材料が多く、これまで景気回復の牽引役であった輸出に加え、個人消費も急速に

落ち込むなど、厳しい状況で推移してまいりました。また、東日本大震災による社会的インフラの直接

的被害のみならず、福島原発事故による電力供給不安や風評被害などにより雇用、所得環境への不安が

一層高まっているなど、取り巻く経営環境は極めて厳しい状況となっております。

　当社グループを取り巻く環境につきましても、流通を含めた在庫の適正化等の環境改善は進んだもの

の、民間設備投資関連が依然として低迷しており、こうした需要の弱さは販売価格にも影響を及ぼし、

思うように適正価格への是正効果が図れず、厳しい経営環境下にありました。 

　このような状況の中で、当社グループは主要原材料及び製品仕入など調達コストの削減に向けて調達

先の多様化に取り組みました。また、製造原価低減にも努めるとともに、各種合理化策による「収益改

善」にも引き続き取り組んでまいりました。しかし依然として設備投資が回復しない状況が続いてい

るなど、需要の低迷により当社グループの業績は低調な結果となりました。 

　この結果、当第１四半期連結累計期間におきましては、連結売上高は、１，２８７百万円（前年同四半

期比２７．３％増）となりました。売上総利益は、原材料価格の上昇に見合った販売価格水準の是正を

行うなどの対策を講じてきたことによりまして、売上総利益率が１７．０％（前年同四半期は１１．

１％）で前年同四半期比５．９ポイント向上いたしました。しかし、棚卸資産の評価に関する会計基準

の適用により、１１百万円簿価を切り下げた影響も含め、売上総利益率が低下しました。この影響によ

りまして営業利益２５百万円（前年同四半期は営業損失８０百万円）、経常利益１３百万円（前年同

四半期は経常損失８２百万円）、四半期純利益１０百万円（前年同四半期は四半期純損失９８百万

円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ７５百万円増加し、６，

０９８百万円となりました。これは主に、現金及び預金が２０百万円、受取手形及び売掛金６０百万円

それぞれ増加したことによるものであります。 

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ６２百万円増加し、５，３９３百万円となりました。これは主

に、社債が２６百万円、長期借入金が１８百万円それぞれ減少しましたが、支払手形及び買掛金が９１

百万円、短期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）が２４百万円それぞれ増加したことによる

ものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１３百万円増加し、７０５百万円となりました。これは主に、

当第１四半期累計期間において四半期純利益１０百万円計上により増加したものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありま

せん。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,090,000同左
名古屋証券取引所  
市場第二部

単元株式数　　1,000株

計 12,090,000同左 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年６月30日 ― 12,090 ― 500 ― 125

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)  　普
通株式    16,000

― ―

(相互保有株式)  　普
通株式　   13,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,963,00011,963 ―

単元未満株式 普通株式    98,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数          12,090,000― ―

総株主の議決権 ― 11,963 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、1,000株(議決権１個)含まれてお

ります。

　

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)　　　　㈱Ｍ
ＩＥコーポレーション

桑名市大字星川1001番地 16,000― 16,000 0.13

 (相互保有株式)　　　　　　 ㈱
ＭＩＥテクノ

 桑名市大字星川1001番地 13,000― 13,000 0.10

計 ― 29,000― 29,000 0.23

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、かがやき監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 807,580 828,036

受取手形及び売掛金 ※２
 1,236,891

※２
 1,297,146

たな卸資産 771,744 774,405

その他 47,114 49,638

貸倒引当金 △2,888 △3,363

流動資産合計 2,860,442 2,945,864

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 403,926 396,290

機械装置及び運搬具（純額） 58,646 56,003

土地 2,484,201 2,484,201

その他（純額） 32,202 29,475

有形固定資産合計 2,978,977 2,965,971

無形固定資産 21,031 18,829

投資その他の資産 ※１
 161,478

※１
 167,207

固定資産合計 3,161,487 3,152,007

繰延資産 1,225 1,050

資産合計 6,023,155 6,098,922

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 575,909 667,187

短期借入金 ※３
 2,695,950

※３
 2,729,200

1年内返済予定の長期借入金 210,359 202,026

未払法人税等 4,531 3,935

賞与引当金 11,000 8,586

その他 120,906 125,757

流動負債合計 3,618,656 3,736,691

固定負債

社債 305,000 279,000

長期借入金 493,074 474,826

再評価に係る繰延税金負債 762,949 762,949

退職給付引当金 74,368 67,935

負ののれん 3,639 1,832

その他 73,667 70,126

固定負債合計 1,712,699 1,656,669

負債合計 5,331,355 5,393,361
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 226,400 226,400

利益剰余金 △889,661 △878,796

自己株式 △3,544 △3,544

株主資本合計 △166,805 △155,940

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,517 3,828

土地再評価差額金 864,688 864,688

為替換算調整勘定 △7,600 △7,016

その他の包括利益累計額合計 858,605 861,500

純資産合計 691,799 705,560

負債純資産合計 6,023,155 6,098,922
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 1,010,675 1,287,007

売上原価 898,722 1,067,732

売上総利益 111,953 219,274

販売費及び一般管理費 192,869 193,620

営業利益又は営業損失（△） △80,915 25,654

営業外収益

受取利息 29 626

受取配当金 870 765

負ののれん償却額 1,857 1,807

助成金収入 10,773 －

設備賃貸料 1,537 1,750

その他 481 2,453

営業外収益合計 15,549 7,403

営業外費用

支払利息 14,720 13,166

手形売却損 1,309 1,793

その他 1,471 4,622

営業外費用合計 17,501 19,582

経常利益又は経常損失（△） △82,867 13,475

特別利益

貸倒引当金戻入額 866 －

賞与引当金戻入額 11,150 －

受取保険金 15,000 －

特別利益合計 27,016 －

特別損失

固定資産除却損 45 6

減損損失 81 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 20,491 －

役員弔慰金 15,000 －

退職特別加算金 1,436 －

特別損失合計 37,055 6

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△92,906 13,468

法人税、住民税及び事業税 5,184 2,852

法人税等調整額 － △248

法人税等合計 5,184 2,603

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△98,091 10,865

四半期純利益又は四半期純損失（△） △98,091 10,865
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△98,091 10,865

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △6,876 2,310

為替換算調整勘定 52 584

その他の包括利益合計 △6,824 2,895

四半期包括利益 △104,916 13,760

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △104,916 13,760
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　　　投資その他の資産　　　　　　     13,900千円       投資その他の資産　　　　　　　　 13,900千円

※２　手形割引高及び裏書譲渡高 ※２　手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形割引高　　　　　　　    763,356千円 　　　受取手形割引高　　　　　　　    622,934千円

　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　   34,787 　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　   44,303

※３　当社は、運転資金等の効率的かつ機動的な調達を行

うため、取引銀行12行と当座貸越契約を締結して

おります。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

※３　当社は、運転資金等の効率的かつ機動的な調達を行

うため、取引銀行12行と当座貸越契約を締結して

おります。これら契約に基づく当第１四半期連結

会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額の総額 2,520,000千円　

借入実行残高 2,203,900　

借入未実行残高 316,100千円　
　

当座貸越極度額の総額 2,520,000千円　

借入実行残高 2,276,900　

借入未実行残高 243,100千円　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に

係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価

償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれん償却額は、次のとおりでありま

す。

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

減価償却費

負ののれん償却費

19,934千円

△1,857千円

18,178千円

△1,807千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　当社連結グループは、継手事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　当社連結グループは、継手事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △８円 １３銭
　

１株当たり四半期純利益金額 ９０銭
　

(注)　１　前第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第１四半期連結累計期間における

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２  １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失(△)の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失(△) 千円 △９８，０９１ １０，８６５

普通株主に帰属しない金額 千円 ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)

千円 △９８，０９１ １０，８６５

普通株式の期中平均株式数 千株 １２，０６３ １２，０６０

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月11日

株式会社ＭＩＥコーポレーション

取締役会  御中

　

かがやき監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    稲　垣　　靖   　　 印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    奥　村　隆　志    　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ＭＩＥコーポレーションの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連
結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１
日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。 
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＭＩＥコーポレーション及び連結子
会社の平成23年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適
正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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